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長崎市税条例の一部を改正する条例の概要

Π)改正目的

個人市民税、法人市民税及び軽自動車税(種別割)において、継続に係る減免申請

手続きの省略又は簡略化を行うことにより、減免対象者の申請漏れの防止と申請に係

る事務負担の軽減を図るとともに、すでに手続きの省略を行っている本市の固定資産

税及び県の法人県民税との事務手続きとの均衡を図る。

25件

②改正内容

前年度において減免承認を受けたもので、当該年度においても引き続きその減免事

由に変更がない場合は、減免申請書の省略又は申請手続きの簡略化を行う。

ア減免事由が公的に確認できるため、減免申請書の.提出を省略するもの。

税目

個人

市民税

貧困により生活の

ため公私の扶助を

受ける者

対象

法人

市民税

学生及び生徒

(勤労学生)

現行

特定非営利活動

法人(NPの

必要

見直し後

認可地縁団体

(自治会)

必要

軽自動車税
(種別割)

匝

貧困により生活の

ため公私の扶助を

受ける者が所有

し、又は使用する

軽自動車等

確認内容

生活保護に
よる扶助の

有無

必要

圖

見直し後の

確認方法

必要

電気を動力源とす

る軽自動車等で、

内燃機関を有す

るもの以外のもの

(電気自動車)

勤労学生の

有無

匝

生活福祉担当課

への確認

収益事業の
有無

亜

必要

市民税課へ提出
される給与支払
報告書での確認

R元年度

実績

収益事業の
有無

税務署へ提出さ

れる『収益事業
開始届』の確認

匿圖

必要

生活保護に
よる扶助の

有無

Π件

税務署へ提出さ

れる『収益事業

開始届』の確認

匝

0件

生活福祉担当課

への確認

電気自動車
の有無

111件

178 件

市民税課の課税
台帳での確認

93 件

1



イ減免事由に変更がない場合が多いため、減免申請の手続きを簡略化するもの・。

※「減免申請書」に替えて事前に市から対象者へ「継続届出書」を送付し、必要

事項を記入のうぇ返送

税目

軽自動車税

(種別割),

公益のため直接

専用する軽自動

車等

対."象

463 件

1,597 件

構造が専ら身体

障害者等の利用

に供するためのも

のである軽自動車

等

气

《参考》すでに減免申請手続きの省略又は簡略化をしているもの

必要

見直し後

税目

圃亜

必要

2

公益のための直接専用の有無

固定資産税

麺亜

確認内容

貧困により生活の

ため公私の扶助を

受ける者の固定資

産

対象,,,

構造適合の有無

軽自動車税
(種別割)

公益のため直接

専用する固定資

産(自治会公民館

等)
1

L

現行,

R元年度

,実績

※法人県民税(県)についても現行、減免申請書の提出を省略している。

身体障害者等が

所有又は使用す

る軽自動車等

見,直し後

匿圃

155 件

匿岡

124 件

,確認内容

生活保護による扶助の有無

圃亜

公益のための直接専用の有無

身体障害者等の所有又は使

用の有無

元年度

,実績

441件

行現



.

③ 事務の流れ

《現行》

減免申請書

巨一回

対象者

《減免申請書の省略》

省略

「ーーーーーーーーπ

対象者

承認通知書

・巨亙]＼

巨回/

《減免申請手続きの箇略化》

【:::::^・・簡略化

見直し後

市

内容審査

継続届出書

巨一回

対象者

ーーーーー

1-ーーー『

④施行期日令和2年4月1日

減免事由の確認

市

事前送付

返送

継続届出書

市

巨三＼
承認'、ノ

内容審査
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2 長崎市税条例新旧対照表

0長崎市税条例

(市民税の減免)

第30条市長は、次の各号のいずれかに該当する者の

うち、特に必要があると認める者に対しては、市民

税を減免する。

①貧困により生活のため公私の扶助を受ける者

②学生及び生徒

③.公益社団法人及び公益財団法人

ノ

現行

最終改正

昭和25年9月4日
条例第57号

令和元年7月18日条例第40号

0長崎市税条例

改正後(案)

(市民税の減免)

第30条市長は、次の各号のいずれかに該当する者のう

ち、特に必要があると認める者に対しては、市民税を

減免する。

①貧困により_生活のため公私の扶助を受ける者

②学生及び生徒

(3)公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

④前3号に掲げるものを除くほか、天災その他特

別の事情がある者

2 前項の規定によって市民税の減免を受けようとす

る者は、納期限までに次に掲げる事項を記載した申

請書に、減免を必要とする事由を証明する書類を添

付して市長に提出しなけれぱならない。

最終改正

.

(種別割の減免)

第61条市長は、次の各号のいずれかに該当する軽自動

車等のうち必要があると認めるものに対しては、種別

割を減免することができる。

昭和25年9月4日
条例第57号

令和元年7月18日条例第40号

する法律(平成18年法律第49号)第2条第3号に

掲げる公益法人

④法人税法第2条第9号の2に掲げる非営利型

法人

⑤地方自治法(昭口22年法律第67号)第260条の

(1)~(3)

3略

略

2第7項に規定する認可地縁団体

⑥特定非営利活動促進法第2条第2項に規定する

(種別割の減免)

第61条市長は、次の各号のいずれかに該当する軽自

動車等のうち必要があると認めるものに対しては、

種別割を減免することができる。

略

(刀前各号に掲げるものを除くほか、天災その他特

別の事情がある者

2 前項の規定によって市民税の減免を受けようとす

る者は、納期限までに次に掲げる事項を記載した申請

書に、減免を必要とする事由を証明する喜類を添付し

て市長に提出しなけれぱならない。ただし、前項第1

特定非営利活

4

去人

号、第2号、第5号及び第6号の規定により前年度に

おいて減免を受けた者で、当該年度において引き続き

その減免事由に変更がないと市が確認できる場合

は、この限りでなし.、。

①~(3)

3略

.



.

,

(1)~③略

(4)前3号に掲げるものを除くほか、特別の事情が

あるもの

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、当該軽自動車等について減免を受けようと

する年度、納期、税額及び次に掲げる事項を記載し

た申請書にその理由を証明する妻類を添え納期限ま

でに市長に提出しなけれぱならない。

の軽自動車等に係る別割の減免を受けていた者が

(1)~④略

⑤軽自動車等の所有者等となった日

(1)~③略

④電気を動力源とする軽自動車等で、内燃機関を

(5)前各号に掲げるものを除くほか、特別の事情が

あるもの

2 前項の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、当該軽自動車等について減免を受けようとす

る年度、納期、税額及び次に掲げる事項を記載した申

請書にその理由を証明する書類を添え納期限までに

市長に提出しなけれぱならない。ただ上L前募^

及び第4号の規定により前年度において減免を受け

有するもの以外のもの

5

3 第1項の規定によって種別割の減免を受けた者

は、その理由がやんだときは'直ちにその旨を市長

に申告しなけれぱならない。

ノ

た者で、当該年度において引き続きその減免事由に変

(身体障害者等に対する種別割の減免)

第61条の2 市長は、次に掲げる軽自動車等に対して

は、種別割を減免することができる。

①~②略

2略

更がないと市が確認できる場合は、この限りでな

い。

①~④略

⑤軽自動車等の所有者等となった日

3

ようとする者のうち、同項の規定により前年度におい

1項

第1項第1号の規定によって別割の減免を受け

て同一の

ようとする者のうち、同項の規定により前年度にお

1号の規定によって別割の減免を受け

た者が、減免を必要とする理由等について

いて同一の

旨を納期限までに市に届け出たときは、前項本文の

いた者が、減免を必要とする理由等について変更が

自動車等に係る別割の減免を受けてい

申請があったものとみなす。

ない旨を納期限までに市長に届け出たときは、'前項

4 第1項の規定によって種別割の減免を受けた者は、

その理由がやんだときは、直ちにその旨を市長に申告

しなけれぱならない。

の申請があつたものとみなす。

自動車等に係る重別割の減免を受けて

4 第1項第2号の規定によって別割の減免を受け

ようとする者は、納期までに、市長に対して、当

(身体障害者等に対する種別割の減免)

第61条の2 市長は、次に掲げる軽自動車等に対して

は、種別割を減免することができる。

(1)~②略

2略

軽自動車等の提示(市長が、当該軽宕勳車等の提

がない

3 第1項第2号の規定によって別割の減免を受け

ようとする者は、納期限までに、市長に対して、当該

軽自勳車等の提示(市長が、当該軽自動等の提示に

代わると認める喜類の提出がある合には、当該害

の提出)をするとともに、前条第2項各号に掲げる事

項を記載した申請喜を提出しなけれぱならない。

4 第1項の定によって別割の減免を受けようと

する者のうち、同項の規定により前度において同一

旦



示に代わると認める妻類の提出がある合には、当

該書類の提出)をするとともに、前条第2項各号に

掲げる事項を記載した申請喜を提出しなけれぱなら

ない。

5 前条第3項の規定は、第1項の規定によって種別

6

割の減免を受けた者について準用する。

減免を必要とする理由等についてハ更がない旨を紬

期限までに市長に届け出たときは、前2項の申請があ

つたものとみなす。

5 前条第4項の規定は、第1項の規定によって種別割

の減免を受けた者について準用する。

冒、

.

笥

、


